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子会社３社の会社分割による製造新会社設立のお知らせ 

 
当社は、平成１８年１月２７日の取締役会において、当社の子会社である株式会社ジオトップ、 
大同コンクリート工業株式会社ならびにヨーコン株式会社の３社から製品製造事業を分離独立し、 
平成１８年４月１日を期して、下記の会社分割方法により、新たに設立するジャパンパイル製造株式会社に

承継することを決議いたしましたのでお知らせいたします。 
 
１．子会社会社分割の目的 
   当社は、子会社の保有する１５工場を一体化し、生産品目の適正化、資材購買の統一化等に 
  より、品質の安定やコスト削減による競争力の強化を図ろうとするものです。 
 
２．子会社会社分割の要旨 
  (1) 分割の日程 
     平成１８年１月２７日     分割計画書承認取締役会（当社・子会社） 
     平成１８年２月１４日（予定） 分割計画書承認株主総会（子会社） 
     平成１８年４月 １日（予定） 分割期日（子会社） 
     平成１８年４月 １日（予定） 分割登記（子会社） 
 
  (2) 分割の方式 
    ①子会社３社を分割会社とし、それぞれの製品製造事業を分割型共同新設分割の方式にて 
     新設のジャパンパイル製造株式会社に承継します。 
    ②当分割方式を採用した理由は、承認手続の簡便さや費用面、また取引先の承継等総合的に勘案し

て当方式を採用しました。 
 
  (3) 株式の割当 
     新設のジャパンパイル製造株式会社は普通株式３００万株を発行し、当社に対しそのすべてを割

当てる。 



  (4) 分割交付金 
   分割交付金の支払いはありません。 

 
(5) 新設会社が承継する権利義務 
   新設会社が本件分割対象事業を遂行する上で必要と判断される、本件分割対象事業に 

関わる資産、負債ならびに債権債務一切を承継します。 
 

(6) 債務履行の見込み 
当社、分割会社（子会社３社）および新設会社が分割後に負担する債務については、 
資産、負債および純資産の額、承継される資産および負債、加えて今後の事業展開、 
損益見込み等を勘案して、負担すべき負債の履行の見込みは十分に確保されており、 
その確実性には問題がないものと判断しております。 

 
  (7) 承継会社に新たに就任する役員 

① 取締役 
小野 勝 （現 ジャパンパイル㈱代表取締役会長 

兼 大同コンクリート工業㈱代表取締役社長） 
黒瀬 晃 （現 ジャパンパイル㈱代表取締役副社長 

兼 ㈱ジオトップ代表取締役副社長） 
新谷 岳史 （現 ジャパンパイル㈱取締役副社長 

兼 ヨーコン㈱代表取締役社長） 
小林 豊彦 （現 ジャパンパイル㈱取締役 

兼 大同コンクリート工業㈱専務取締役 
兼 ㈱ジオトップ取締役 製造本部長） 

黒部 正雄 （現 大同コンクリート工業㈱取締役 生産本部長） 
塩田 重敏 （現 ヨーコン㈱取締役 生産本部長） 

② 監査役 
萩野 直彦 （現 ジャパンパイル㈱監査役 

兼 大同コンクリート工業㈱監査役） 
細川 義隆 （現 ジャパンパイル㈱取締役 

兼 ㈱ジオトップ代表取締役専務） 
 



３．分割当事会社の概要 
 項 目 分割会社 

（平成１７年９月３０日） 
分割会社 

（平成１７年９月３０日） 

(1) 商号 株式会社ジオトップ 大同コンクリート工業株式会社 

(2) 事業内容 コンクリートパイル製造販売施工 コンクリートパイル製造販売施工 

(3) 設立年月 1937年4月 1934年7月 

(4) 本店所在地 大阪市中央区高麗橋2-1-10 東京都台東区東上野2-14-1 

(5) 代表者 代表取締役社長 藪内貞男 代表取締役社長 小野 勝 

(6) 資本金 2,040百万円 116百万円 

(7) 発行済株式総数 15,750,000株 2,320,000株 

(8) 株主資本 6,480百万円 3,950百万円 

(9) 総資産 21,123百万円 14,200百万円 

(10) 決算期 3月31日 3月31日 

(11) 従業員数 379人 215人 

(12) 主要取引先 官公庁、ゼネコン、商社等 官公庁、ゼネコン、商社等 

(13) 大株主及び持株比

率 
ジャパンパイル株式会社 100％ ジャパンパイル株式会社 100％ 

(14) 主要取引銀行 三井住友銀行、みずほ銀行、三菱東

京ＵＦＪ銀行、住友信託銀行、りそ

な銀行 

東日本銀行、商工組合中央金庫 
みずほコーポレート銀行、三井住友

銀行 

資本関係 当社の１００％子会社となります。 

人的関係 分割会社は新設会社に役員を派遣し、また従業員を出向させ

る予定です。 

(15)   当事会社との関係 

取引関係 新設会社は分割会社にパイル製品を供給する予定です。 

(16) 最近３決算期間の業績                       （単位：百万円） 
 株式会社ジオトップ(連結) 大同コンクリート工業株式会社

決算期 15年 

3月期 
16年 

3月期 
17年 

3月期 

15年 

3月期 
16年 

3月期 
17年 

3月期 

売上高 22,041 21,786 29,795 11,636 11,394 14,168
営業利益 269 192 782 599 283 487
経常利益 225 150 782 584 242 418
当期純利益 34 △8 130 363 100 691
１株当たり当期純利益（円） 2.2 △0.5 6.8 156.7 43.3 297.8
１株当たり年間配当金（円） 8 6 8 0 0 6
１株当たり株主資本（円） 402 396 398 1,291 1,338 1,637



 
 項 目 分割会社 

（平成１７年９月３０日） 

新設会社 

(1) 商号 ヨーコン株式会社 ジャパンパイル製造株式会社 

(2) 事業内容 コンクリートパイル製造販売施工 コンクリートパイルの製造販売 

(3) 設立年月 1958年3月 2005年4月（予定） 

(4) 本店所在地 名古屋市東区葵3-24-2 東京都中央区新川1-17-18 

(5) 代表者 代表取締役社長 新谷岳史 代表取締役社長 小林豊彦 

(6) 資本金 582百万円 300百万円（予定） 

(7) 発行済株式総数 580,340株 3,000,000株（予定） 

(8) 株主資本 173百万円 4,168百万円（推定） 

(9) 総資産 7,943百万円 10,806百万円（推定） 

(10) 決算期 3月31日 3月31日 

(11) 従業員数 178人 308人（予定） 

(12) 主要取引先 官公庁、ゼネコン、商社等 ジャパンパイルグループ 

(13) 大株主及び持株比

率 
ジャパンパイル株式会社 100％ 

（平成17年10月１日現在） 

ジャパンパイル株式会社 100％ 

(14) 主要取引銀行 十六銀行、名古屋銀行、岐阜銀行、

愛知銀行、中小企業金融公庫、みず

ほ銀行 

未定 

資本関係 当社の１００％子会社となります。 

人的関係 分割会社は新設会社に役員を派遣し、また従業員を出向させ

る予定です。 

(15)   当事会社の関係   

取引関係 新設会社は分割会社にパイル製品を供給する予定です。 

(16) 最近３決算期間の業績        （単位：百万円） 
 ヨーコン株式会社 

決算期 15年 

3月期 
16年 

3月期 
17年 

3月期 

売上高 13,661 12,275 12,106
営業利益 88 △339 △306
経常利益 85 △333 △300
当期純利益 29 △562 △399

１株当たり当期純利益（円） 50.1 △967.9 △689.1

１株当たり年間配当金（円） 0 0 0
１株当たり株主資本（円） 3,799 2,876 2,230

 



４．分割する事業部門の内容 
（１）分割事業部門の内容 
   コンクリートパイルの製造 
（２）分割事業部門の平成１７年３月期における経営成績                （百万円） 

 製品製造事業売上（a） 売上実績（b） 比率（a/b） 

㈱ジオトップ 17,001 29,778 57.1％

大同コンクリート工業㈱ 9,843 14,168 69.4％

ヨーコン㈱ 2,102 12,106 17.3％

（３）譲渡資産、負債の項目および金額               
資産 負債 

項目 金額（百万円） 項目 金額（百万円） 
流動資産 4,307 流動負債 934
固定資産 6,499 固定負債 5,705
合 計 10,806 合 計 6,638

 
５．分割後の当社の状況 
（１）商号、事業内容、本店所在地、代表者、資本金および決算期のいずれも分割による変更はありません。 
（２）業績に与える影響 
   本件により、中長期的には、効率化の効果が業績に寄与する見込みです。 

以上 


